
 

議案第３６号 

 

 専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により

これを報告し、承認を求める。 

 

  平成２９年５月９日 

 

          提出者  瑞穂町長   石 塚 幸右衛門    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

専 決 処 分 書 

 

 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第１７９条第１項の規定により専決処分する。 

 

 

 

瑞穂町都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 

 

平成２９年３月３１日 

 

 

 

瑞穂町長   石 塚 幸右衛門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 瑞穂町都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 瑞穂町都市計画税条例（昭和３３年条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４２項」を「附

則第１５条第３９項」に改める。 

附則第１２項中「第２８項、第３２項、第３６項、第３７項、第

４２項」を「第２７項、第３１項、第３５項、第３９項、第４２項、

第４４項」に改める。 

附則第１５項の見出し中「平成２４年度から平成２６年度まで」

を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改め、同項中「地方税

法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成

２４年法律第１７号）附則第１０条」を「地方税法等の一部を改正

する法律（平成２７年法律第２号）附則第１８条」に、「平成２４

年度から平成２６年度まで」を「平成２７年度から平成２９年度ま

で」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞穂町都市計画税条例の規定（附則第

１５項を除く。）は、平成２９年度以後の年度分の都市計画税に

ついて適用し、平成２８年度分までの都市計画税については、な

お従前の例による。 
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瑞穂町都市計画税条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条から第6条 略  第1条から第6条 略  

附 則 附 則 

1 略 1 略 

(法附則第15条第39項の条例で定める割合) (法附則第15条第42項の条例で定める割合)

2 法附則第15条第39項の条例で定める割合

は、5分の4とする。 

2 法附則第15条第42項の条例で定める割合

は、5分の4とする。 

3から11 略 

12 法附則第15条第1項、第13項、第17項から

第24項まで、第26項、第27項、第31項、第3

5項、第39項、第42項、第44項若しくは第4

5項、第15条の2第2項又は第15条の3の規定

の適用がある各年度分の都市計画税に限

り、第2条第2項中「又は第34項」とあるの

は「若しくは第34項又は法附則第15条から

第15条の3まで」とする。 

13及び14 略 

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等

に対して課する平成27年度から平成29年度

までの各年度分の都市計画税に関する経過

措置) 

15 地方税法等の一部を改正する法律(平成2

7年法律第2号)附則第18条の規定により、平

成27年度から平成29年度までの各年度分の

都市計画税については、法附則第25条の3

の規定を適用しないこととする。 

 

 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成29年4月1日から施行す

る。 

 (経過措置) 

2 この条例による改正後の瑞穂町都市計画

税条例の規定(附則第15項を除く。)は、平

3から11 略 

12 法附則第15条第1項、第13項、第17項から

第24項まで、第26項、第28項、第32項、第3

6項、第37項、第42項若しくは第45項、第1

5条の2第2項又は第15条の3の規定の適用が

ある各年度分の都市計画税に限り、第2条第

2項中「又は第34項」とあるのは「若しくは

第34項又は法附則第15条から第15条の3ま

で」とする。 

13及び14 略 

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等

に対して課する平成24年度から平成26年度

までの各年度分の都市計画税に関する経過

措置) 

15 地方税法及び国有資産等所在市町村交付

金法の一部を改正する法律(平成24年法律

第17号)附則第10条の規定により、平成24

年度から平成26年度までの各年度分の都市

計画税については、法附則第25条の3の規定

を適用しないこととする。 
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成29年度以後の年度分の都市計画税につい

て適用し、平成28年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


